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１．はじめに 

本検討は，地方の交通手段が限定される地域にお

いて，近い将来に実用化が期待される eVTOL(電動垂

直離着陸機)の離着陸施設を既存インフラに付加す

ることで，新たな空との交通結節による地域機能の

補完および新たな活用策の検討を行うものである． 

２．空との交通結節ニーズと検討対象地域 

（１）空との交通結節ニーズ：地方，特に交通手段

が限定される地域においては，移動手段へのアクセ

シビリティや災害時の孤立リスク等の課題がある．

eVTOL は，それらの解決策として有効であり，比較的

簡易な離着陸施設の設置により，交通弱者の支援や

地域交通の補完に加え，ドクターヘリや災害対応ヘ

リ，観光･商業利用等，様々な活用策が期待できる1)． 

（２）移動の阻害要因･整備ニーズと検討対象地域：

表-1 に移動の阻害要因･整備ニーズと検討対象地域

(①～③)を示す．ここで，整備ニーズは，既存イン

フラの活用を前提とした．検討対象地域は，移動の

阻害要因が多く，離着陸施設のための平地確保が困

難である３地域(①～③)を選定した． 

 図-1 に既存インフラを活用した空との交通結節の

利活用イメージを示す．それぞれ既設インフラを造

改築して eVTOL 用の離着陸スペースを設けている．

①および③は河川域に，②は海岸前面に離着陸スペ

ースがあり，eVTOL およびヘリコプターの進入･離脱

方向が河川または海上になるため安全性が高く，騒

音の影響も小さい．また，自然や地形の改変が小さ

いことより，環境負荷の小さい構造物と言える． 
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(既設アーチ橋に拡幅デッキを増設) 

① 中⼭間地域 
 

 
(既設護岸の⼀部を前⾯拡幅護岸･張り出しデッキに改築) 

② 半島･離島･地⽅海岸 
 

 
(既設桁橋に拡幅デッキを増設、船着場を併設(右図)) 

③ 都市･市街地河川(河⼝域) 
 

図-1 空との交通結節の利活用(イメージ) 

 

表-1 移動の阻害要因･整備ニーズと検討対象地域 
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３．既存インフラを活用する構造提案 

（１）構造提案の概要：図-2 に各対象地域おける構

造案と主要な設計手法(解析法)を示す 2),3)．各案と

も既存インフラを改築する案としている．構造案の

妥当性の確認として，概略の設計検討および施工検

討を行った．設計では，クリティカルな荷重ケース

での主部材の断面設計と数量の推定を行い，施工検

討では，類似工事例を参考に適用条件を確認した． 

（２）関連工事との連携策：地方のインフラ整備の

現状として，老朽化や要求性能の高まりに伴う補修･

補強が必要であることが多い．本検討の工事と重複

する内容･工種があることより，同時施工による事業

費の低減が期待できる．図-3 にその一例を示す． 

４．事業化に向けた検討  

（１）官民連携(PPP)による事業化：本検討の事業化

においては，複数の行政機関が関係し，幅広い利活

用策を含むことから，運営･維持管理まで含めた官民

連携手法の導入が有効である 4)．  

（２）事業スキームの検討：図-4 に官民連携による

事業スキーム案を示す．新たな事業形態になること

から，調整役として，専門家であるコーディネータ

ーをスキームに入れている． 

 

６．おわりに（今後の課題）  

 本検討では，既存インフラの活用や官民連携手法

の導入等により，地方における新たな空との交通結

節施設の整備による，移動･交通弱者の支援や新たな

価値創造の可能性を示した．今後は，複数の行政機

関をまたぐ多機能なインフラ整備の制度設計や持続

可能な仕組みづくりが必要と考える． 
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図-3 関連工事との同時施工の効果 

 

図-4 官民連携(PPP)による事業スキーム案 

 
① 中⼭間部：拡幅デッキを補強アーチ部材で⽀持する
構造，耐震補強も兼ねる構造設計も可能  

 
② 半島･離島･地⽅海岸：デッキの構築⽅法により a(前⾯
拡幅護岸)と b（張り出しデッキ）を検討，護岸性能(耐波，
越波防御性能)を流体解析(CADMAS-SURF)で検証   

 
③都市･市街地河川(河⼝域)：拡幅デッキの構造は a(桁橋
⼀体型(上図))と b(独⽴型)を検討  

図-2 各構造案の概要 
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